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資源循環型社会・循環経済の実現に向けて

テラレムグループは、「資源とひとを未来

につなぐ」という理念のもと、「かけがえの

ない生命を育む地球を守り続ける」という

ミッションを掲げ、「日本で最も存在感のあ

る地球環境貢献企業グループになる」という

ビジョンを持ち、資源循環型社会の実現に挑

戦しています。

1971 年のグループ創業当時から、資源循
環型社会の構築に向けて、業界初の事業を

次々とスタートしてきました。日本で初めて

プラスチックや紙ごみを固形燃料化する施設

を始め、家電リサイクル事業、焼却炉の PFI
事業、食品リサイクル事業、プラスチック製

容器包装リサイクル事業など、資源循環施設

を先駆的に立ち上げ、時代のニーズに応えて

きました。

現在は、大型ビル・複合施設管理などの廃

棄物処理のプランニングや行政・民間企業の

環境課題を解決する環境コンサルティングを

行う「ソリューション事業」、様々なリサイ

クルが可能な中間処理や 300台以上の車両を
保有し広いエリアの収集運搬を行う「資源循

環事業」、生ごみバイオガス化やバイオマス

燃料の製造販売を行う「CO2 削減事業」、公

共施設の運営や建物設備修繕管理を行う「施

設維持管理事業」の４つの事業をグループで

展開しています。

当社グループの事業成長には、長年培われ

た従業員の現場力が欠かせません。この大切

な力を醸成し続ける為に常日頃から会社の

ミッション・ビジョンを提唱し、理解を深め

てもらう事で、従業員一人ひとりの熱意や情

熱というパッションが生まれる、「ミッショ

ン・ビジョン・パッション経営」を進めてい

ます。

また、当社では連結子会社が 15 社あり、
グループ各社を横断したコミュニケーション

の強化を図る事が非常に重要です。私自身、

従業員との直接対面にも限界がある中、少し

でも従業員とのコミュニケーションを図るた

めに、毎月動画メッセージの配信やグループ

従業員が参加できる表彰制度を行うなど、従

業員とのつながりを大切にしています。ミッ

ション・ビジョンを共有し、パッションを持っ

た従業員がワンチームとなる事で、事業成長

につながる現場力とグループ間の連携が育ま

れてきました。

日本の資源循環に対する意識はここ数年で

高まってきているものの、世界と比べるとそ

の取組は遅れています。EU 諸国では、自動
車のプラスチック部品は廃プラの利用が義

務付けられていたり、スーパーなどのプラ

スチック製レジ袋は法律で禁止されていた

り、サッカーなどの競技場で使用される飲料

用カップは、すべてリサイクルカップを導入

し、ごみを出さないシステムにされていて、

国が主導して先進的に環境問題に取り組んで

います。

一方、日本ではまだ自治体や企業が個別に

行う取組が中心となっているのが実情です。

当社グループでは、自治体や企業から個別に

来る相談に対し、複数の企業を巻き込みなが

ら、企業団体としての取組に発展させていま

す。

たとえば、東京都と共同で行った「プラス

チック資源循環に向けた革新的技術・ビジネ

ス推進プロジェクト」では、当社グループの
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他、三菱地所・三井不動産・東急不動産など

の排出事業者と連携・協力し、環境省の助言

を得ながら、実証事業を行いました。その結

果、オフィス等から発生するプラスチックの

処理で主流となっているサーマルリサイクル

や焼却に比べて、マテリアルリサイクルで生

産された原料から製品をつくる事で 1kg 当
たり 90% の CO2 排出削減効果がある事を確

認しました。 
他にも、アパレル商材の保護用ビニールカ

バーやニット・カットソーなどの包装プラス

チックのリサイクルスキーム構築では、複数

のアパレルメーカーに加え物流事業者・リサ

イクル事業者と、まさに動脈産業・静脈産業

が一体となって取り組み、保護用ビニールカ

バーに再製品化するスキームの構築を実現し

ました。

スタートは自治体や企業からの単独の資源

循環モデルであっても、動脈・静脈の壁を越

えて関係者を増やす事で資源循環の輪を広げ

るように取り組んでまいりました。

2050 年において、世界では化石燃料およ
び鉱物資源の枯渇問題が深刻化し、資源の

リサイクルが不可欠な時代となります。資源

循環型社会の実現だけではなく、循環経済へ

の移行に向け、これまでの静脈産業企業との

パートナーシップだけでなく、動脈産業企業

とのパートナーシップも必要です。当社グ

ループは、2021 年にクボタと中部電力が資
本参加し、両社が有する豊富な経営資源と当

社グループの実績を融合し、循環経済への移

行に向け、様々な戦略とビジネス基盤の整備

を行ってきました。

現在日本では人口減少が進行し、高齢化社

会がさらに進むと言われています。当社グ

ループでも、人材不足や従業員の高齢化など

の課題に備え、これまでの現場経験とノウハ

ウを活かし、DX を組み合わせた無人化対応
や遠隔操作といった、新たな廃棄物処理シス

テムの開発を進めるなど資源循環と DX 戦略
を統合したGX（グリーントランスフォーメー
ション）戦略を実行し、多様な再生可能資源

のエネルギー利用・原材料化・再製品化に取

り組み、脱炭素社会・資源循環型社会の実現

と循環経済に向けて貢献していきます。

『経営者「環境力」大賞』を受賞した事で、

これまでの経営者としての環境力を改めて確

認する事ができました。今後はこれまで育ん

できた芽を実践・実行・実現する事で、資源

循環型社会の実現、循環経済への移行に貢献

していきます。
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